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■第１章 はじめに 

第１章 はじめに 

１ 経営強化プラン策定の背景 

  高島市民病院をはじめとする公立病院は、地域における基幹的な医療機関とし

て、地域医療の確保や多様な患者ニーズに対応する重要な役割を果たしていま

す。しかしながら、多くの公立病院において、経営状況の悪化や医師不足等のた

めに、医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になったことから、総務省は、平

成１９年に「公立病院改革ガイドライン」を公表し、公立病院の抜本的な経営改

革を求めました。 

高島市民病院では、同ガイドラインに基づき、平成２１年３月に「公立高島総

合病院改革プラン（平成２１年度～平成２５年度）」、平成２５年６月に「高島

市民病院改革プラン（平成２５年度～平成２９年度）」を策定し、病院経営の改

善に取り組んでまいりました。また、平成２８年には総務省から新しく「新公立

病院改革ガイドライン」が示され、平成２８年１２月に「新高島市民病院改革プ

ラン（平成２９年度～平成３２年度）」、令和３年３月には、平成３０年に改定

された「滋賀県保健医療計画」をふまえ、「高島市民病院改革プラン（令和３年

度～令和７年度）」を策定し、病院経営の健全化に取り組んでまいりました。 

しかし、全国的に医師・看護師等の不足、人口減少や少子高齢化の急速な進展

に伴う医療需要の変化、医療の高度化といった経営環境の急激な変化等を背景と

する厳しい環境が続いていることから、総務省は令和４年３月に「持続可能な地

域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」（以下、「経

営強化ガイドライン」という。）を示し、従前のガイドラインで取り組む再編・

ネットワーク化や経営形態の見直しなどの経営改革から、地域の中で各公立病院

が担うべき役割・機能を明確化した「機能分化・連携強化」を進める経営強化へ

とシフトし、持続可能な地域医療提供体制を確保することが必要としました。 

高島市は当ガイドラインに基づき、地域住民が安心して質の高い医療を受ける

ことができる一体的な医療サービスを提供するため、「高島市民病院経営強化プ

ラン」（以下、「経営強化プラン」という。）を策定します。 
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■第１章 はじめに 

 

 ２ 経営強化プランの内容 

   高島市民病院は、経営強化ガイドラインに基づく下記の６項目に取り組み、地

域医療構想等をふまえた地域での果たすべき役割・機能を明確化・最適化し、持

続可能な地域医療提供体制の確立を目指します。 

⑴ 役割・機能の最適化と連携の強化【第３章】 

⑵ 医師・看護師等の確保と働き方改革【第４章】 

⑶ 経営形態の見直し【第５章】 

⑷ 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組【第６章】 

⑸ 施設・整備の最適化【第７章】 

⑹ 経営の効率化等【第８章】 

 

 ３ 経営強化プランの期間 

   経営強化プランは、令和６年度から令和９年度までの期間を対象とします。 

また、経営強化プランの経営指標等の数値目標は、経営環境の変化や県保健医 

療計画等の改定による整合を図るため、必要に応じて見直すものとします。 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 １ 滋賀県保健医療計画（湖西保健圏域）の状況 

   湖西保健圏域は、高島市１市で構成されており、令和５年４月 1日現在、県内

で最も高齢化率が高く、少子化も顕著なことから、既に人口減少局面にあり、今

後も減少で推移していくことが予測されます。 

   一方で、７５歳以上人口は、令和１２年（2030 年）頃にピークを迎え、以降は

少しずつ減少していく見込みです。（図１） 

   このことから、令和１２年に向けての医療需要に対応することが喫緊の課題と

なりますが、令和１２年以降は医療需要が縮小するため、過剰な設備投資と人的

資源の投入は控え、固定費の増加を抑えることが必要です。 

１）人口・高齢化率 

10 月 1 日現在     

 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

高 島 市 人 口 人 47,124 46,377 45,789 45,174 

うち６５歳以上人口 人 16,663 16,783 16,836 16,796 

高 島 市 高 齢 化 率 ％ 35.4 36.1 36.8 37.1 

滋 賀 県 高 齢 化 率 ％ 26.0 26.3 26.7 26.8 

出所：高島市統計書（令和４年版） 

 

 

図１-75 歳以上人口 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」（令和５年推計） 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

２）病院数・病院病床数・一般診療所数・歯科診療所 

令和 3年調査 

 病院 病院病床 一般診療所 歯科診療所 

全  国 8,205 1,500,057 104,292 67,899 

滋 賀 県 58 13,863 1,132 565 

湖西圏域 3 410 44 19 

出所：医療施設調査・高島市統計書（令和４年版） 

 

３）病床数内訳 

令和 4年 11 月現在      

 全体 一般病床 療養病床 結核病床 精神病床 感染症病床 

マキノ病院  120 60 60 0 0 0 

今 津 病 院 80 40 40 0 0 0 

高島市民病院 210 206 0 0 0 4 

出所：地域医療情報システム 

 

４）病床利用率・平均在院日数 

令和 3年調査      

 
病床利用率（％） 平均在院日数（日） 

全体 一般病床 療養病床 全体 一般病床 療養病床 

全  国 76.1 69.8 85.9 27.5 16.1 131.1 

滋 賀 県 75.0 69.1 88.9 23.9 15.4 148.3 

湖西圏域 76.9 71.6 90.6 25.9 19.9 116.8 

出所：病院報告 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

２ 滋賀県地域医療構想（湖西区域）の概要 

  地域医療構想の目的は、地域の医療需要（患者数）の将来推計から医療機能の

必要見込量について検討し、地域に応じた医療機能の分化と連携を推進すること

で、地域で安心して暮らせる地域包括ケアシステムを構築することにあります。 

湖西区域の患者動向については、高度急性期・急性期機能の一部、精神疾患等

への対応が区域内で完結することが難しく、一定の流出患者がみられる状況であ

るため、隣接する大津区域との連携を図る必要があります。 

回復期・慢性期機能は、ニーズの増大が見込まれ、地域包括ケア病床の活用や

在宅医療の提供による一体的な慢性期機能の充実が求められています。 

在宅医療についても、増大するニーズに応えるため、在宅療養支援診療所等の

充実やかかりつけ医を持つことの更なる普及促進が必要とされています。 

 

１）湖西区域の医療需要 

      2013 年 2025 年 増減 
（人/日） 
②－① 

＋流入 
－流出 
②－③ 

医療機関 
（人/日）① 

医療機関 
（人/日）② 

患者住所 
（人/日）③ 

高度急性期 12 13 29 1 －16 

急 性 期 80 89 120 9 －31 

回 復 期 114 131 167 17 －36 

慢 性 期 99 103 117 4 －14 

合   計 305 336 433 31 －97 

 

      2013 年 2025 年 在宅医療等の医療需要（人） 

医療需要 
① 

医療機関 
② 

差引 
②－① 

増加率 
患者住所

③ 
差引 

③－① 
増加率 

在宅医療等  477 578 101 121% 591 114 124% 

うち訪問診療 273 324 52 119% 322 49 118% 

 

２）医療機能別の圏域完結率・流出状況（2025 年推計） 

 湖西区域 
完結率 

大津区域 
流出率 

その他区域 
流出率 

計 

高度急性期 ％ 41.2 38.8 20.0 100 

急 性 期 ％ 66.9 21.8 11.3 100 

回 復 期 ％ 72.1 14.8 13.1 100 

慢 性 期 ％ 70.9 16.3 12.8 100 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

３）年齢区分別の圏域完結率（2025 年推計） 

 全体 0－14 歳 15－64 歳 65 歳以上 75 歳以上 

高度急性期 ％ 41.2 29.7 19.0 47.7 57.8 

急 性 期 ％ 66.9 73.0 45.7 70.8 78.6 

回 復 期 ％ 72.1 － 40.0 76.1 82.3 

慢 性 期 ％ 70.9 － 34.8 75.8 75.2 

 

４）医療機能別の必要病床数（2025 年推計） 

 2015 年医療機能 2025 年医療需要 2025 年医療供給 
報告病床数 

（床） 
医療機関 

（人/日） 
患者住所 

（人/日） 
必要病床数 

（床） 

高度急性期 0 13 29 18 

急 性 期 266 89 120 114 

回 復 期 40 131 167 146 

慢 性 期 100 103 117 112 

合   計 406 336 433 390 

※病床必要量は病床稼働率（高度急性期 75%／急性期 78%／回復期 90%／慢性期 92%）で割り戻した病床数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

7 

 

■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

３ 高島市民病院の概要 

  高島市民病院は、湖西圏域における中核病院として、また二次救急医療機関と

して地域に必要な医療を安定的かつ継続的に提供しています。 

  平成２３年度から地方公営企業法の全部適用を行い、事業管理者による医療現

場の実情に即した効率性の高い経営を行う体制を整えています。 

  また、平成２４年４月に高島市民病院に名称を変更し、同年５月から新病院に

移転、平成２５年度に健診センターを開設いたしました。 

  今後とも、質の高い医療体制を維持するため、医師、看護師、薬剤師など医療

従事者の確保に努め、地域住民に信頼される病院運営の実現に取り組みます。 

１）病床数 

令和 5年 3月 31 日現在      

  
療養病床 結核病床 精神病床 感染症病床 一般病床 

 
地域包括 
ケア病床 

病床数 206 （42） 0 0 0 4 

出所：高島市病院事業の設置等に関する条例 

 

２）診療科 

令和 5年 3月 31 日現在      

18 診療科 

内科、精神科・神経科、循環器科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、 

皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、放射線科、歯科、 

歯科口腔外科、麻酔科、心臓血管外科、リハビリテーション科 

出所：高島市病院事業の設置等に関する条例 

       

３）職員数（臨時職員含む） 

3 月 31 日現在    単位：人 

 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

医 師 30 29 31 33 

歯 科 医 師 2 3 2 2 

看 護 師 171 175 172 173 

医療技術職 76 75 78 78 

（うち薬剤師） (11) (10) (12) (12) 

事 務 職 33 31 33 35 

労 務 職 29 28 30 27 

合 計 341 341 346 348 

出所：高島市病院事業決算書 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

４）延べ入院患者数・１人１日当たり入院単価 

 

出所：高島市病院事業決算書 

  

５）延べ外来患者数・１人１日当たり外来単価 

 

出所：高島市病院事業決算書 

 

６）医療機能に関するもの 

3 月 31 日現在     

 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

病 床 利 用 率 ％ 79.0 67.2 73.1 72.4 

平 均 在 院 日 数  
（一般病床） 

日 14.3 13.6 12.9 12.8 

一日平均入院患者数 人 165.9 141.1 153.6 152.0 

月平均新入院患者数 人 319.5 276.3 269.4 269.1 

救 急 車 受 入 件 数 件 2,035 1,894 1,982 2,263 

手 術 件 数 件 1,037 996 984 884 

分 娩 件 数 件 156 152 138 98 

リ ハ ビ リ 件 数  件 50,553 42,321 47,193 46,367 

60,709 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

７）財務状況 

収益的収支    単位：百万円 

区  分 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

収入        (A) 5,026 5,842 5,897 6,001 

医業収益      a 4,157 3,828 4,081 4,206 

医業外収益     b 847 1,917 1,805 1,794 

特別利益 22 97 11 1 

支出                (B) 5,104 5,298 5,435 5,490 

医業費用      c 4,843 4,930 5,131 5,202 

医業外費用     d 207 190 209 212 

特別損失 54 178 95 76 

医業損益      a-c △686 △1,102 △1,050 △996 

経常損益  (a+b)-(c+d) △46 625 546 586 

純損益     (A)-(B) △78 544 462 511 

      
資本的収支    単位：百万円 

区  分 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

収入        (A) 672 235 263 313 

企業債 594 50 155 207 

補助金 30 99 23 3 

一般会計繰入金 48 86 85 103 

固定資産売却代金 0 0 0 0 

支出        (B) 719 357 405 440 

建設改良費 611 154 198 197 

投資 37 15 8 9 

企業債償還金 71 188 199 234 

収支差額    (A)-(B) △47 △122 △142 △127 

出所：高島市病院事業決算書 

   

    ※修正医業収支比率＝医業収益から他会計負担金等を除いたもの（修正医業収益）を用いた医業収支比率 

99.1%

112.2%
110.2%

110.8%

85.8%
77.6% 79.5%

80.9%

R1 R2 R3 R4

経常収支比率

修正医業収支比率

経営指標の推移 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

４ これまでの改革プランの主な取り組み 

  高島市民病院は、総務省が求める「安定した経営の下に良質な医療の継続的な

提供」を行うため、平成２１年３月に「公立高島総合病院改革プラン」を策定

し、中長期的な病院戦略として、地方公営企業法の全部適用や新病院建設など、

病院運営のインフラ整備と経営基盤の強化を下記のとおり進めてまいりました。 

  本経営強化プランにおいても、国の医療政策と地域の医療ニーズに沿った形

で、これまでの改革プランの取り組みを継承し、経営環境の変化に素早く対応し

ていきます。 

１）公立高島総合病院改革プラン（平成２１年度～平成２５年度） 

平成２３年度  ● 地方公営企業法の全部適用 

平成２４年度 ● 新病院に移転 

平成２５年度 ● 健診センターの開設 

 

２）高島市民病院改革プラン（平成２５年度～平成２９年度） 

平成２６年度 ● 遠隔病理診断ネットワーク事業へ参加 

              医療情報連携ネットワーク事業へ参加 

平成２７年度 ● 地域がん診療病院の指定 

              日本医療機能評価機構認定病院（3rdG:Ver1.1）の認定 

平成２８年度 ● ＤＰＣ制度（包括医療費支払い制度）の導入 

              地域包括ケア病棟（４２床）の運営開始 

 

３）新高島市民病院改革プラン（平成２９年度～令和２年度） 

平成２９年度 ● 朽木診療所の事業統合、総合診療科の開設 

平成３０年度 ● 地域医療支援病院認定取得 

令和元年度  ● 院内医療情報システム更新 

     令和２年度  ● 医師事務作業補助者の導入（病棟） 

 

４）高島市民病院改革プラン（令和３年度～令和７年度） 

令和３年度  ● 介護老人保健施設「陽光の里」の事業統合 

         日本医療機能評価機構認定病院（3rdG:Ver2.0）の認定 

                 マイナンバーカードの健康保険証利用に対応 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

５ 経営環境の分析 

経営強化プランでは、限られた経営資源を再配分し、資源投入の優先順位を明

確にする必要があることから、高島市民病院の経営環境を内部環境と外部環境に

分けて分析し、経営改善の取るべき方策を整理します。 

 

内 部 環 境 外 部 環 境 

①湖西唯一の急性期病院である。 

②救急体制の整備（ドクターヘリ活用）

が進んでいる。 

③地域包括ケア病棟を開設し、段階的な

在宅復帰に向けた体制をとっている。 

④健診センター専用棟を整備し、受診者

の利便性が向上している。 

⑤地域医療支援病院の認定を取得し、地

域完結型医療の提供体制をとってい

る。 

①ＤＰＣ制度導入による医業収支のコン

トロールが重要となる。 

②地域医療構想による急性期・回復期病

床の再編が進む。 

③高齢化による医療需要の増加が見込ま

れる。 

④かかりつけ医制度により病診連携が広

がり、地域完結型医療が進む。 

⑤びわ湖あさがおネットにより、かかり

つけ医との患者情報の共有が進む。 

 強 み 機 会  

 弱 み 脅 威  

①高度急性期・急性期の圏域完結率が低

く、市外に患者が流出している。 

②三次救急医療機関までの距離（60km）

が長く、搬送に時間を要する。 

③財務内容が悪化し、必要な投資ができ

ない。 

④医事業務を委託しているため、診療報

酬請求に関する専門知識の蓄積がな

い。 

⑤感染症流行時に常時の在庫数では必要

な物資が不足する。 

①診療報酬改定による影響が収入を左右 

する。 

②人口減少と少子化が進行している。 

③全国的に医師、看護師が不足し、 

診療機能の確保が難しい。 

④後方受け入れ病院が不足し、円滑な退 

院調整が困難になっている。 

⑤世界的な感染症流行時に、物資の供給 

が滞ることがある。 

 

 

６ 経営環境から見た戦略目標 

経営環境の分析から、経営改善の取るべき方策として、次の４つの戦略目標を

定め、戦略目標に沿ったアクションプランを展開します。 

１）成長戦略（強み×機会） 

ア 手厚い救急体制と急性期病院の特性を活かして、「かかりつけ病院」の普 

及を促し、入院患者の増加を図ります。 

 

   イ 高齢化の進行による医療需要の増加機会をとらえ、地域包括ケア病棟を有 

    効に活用し、収益の最大化を図ります。 
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■第２章 高島市民病院を取り巻く環境 

 

２）対抗戦略（強み×脅威） 

ア 診療報酬改定の影響を低減するため、入院・外来収益の強化と並行して、

健診事業や人間ドックなど自由診療の拡大を図り、収入の多角化を進めま

す。 

 

   イ 患者家族にとって最適な退院環境を整えるため、地域包括ケア病棟の利用

率を向上し、退院調整に必要な時間を充分に確保します。 

 

３）改善戦略（弱み×機会） 

   ア かかりつけ医制度とびわ湖あさがおネット（ＩＣＴ）の活用により病診連

携を推進し、紹介・逆紹介率を高い数値にて維持します。 

 

   イ ＤＰＣ導入による収入構造の変化に対応するため、ＤＰＣ分析システムに 

    よるドリルダウン分析を進め、現場レベルで具体的に改善できる体制を整え 

ます。 

 

４）回避戦略（弱み×脅威） 

ア 診療機能の弱みである高度急性期医療への対応は、大津圏域の三次救急医 

 療機関との連携強化やドクターヘリの活用により補完します。 

 

   イ 財務体質の悪化を避け、経常収支の黒字化を達成するためには、将来の人 

    口減少と少子高齢化を考慮した最小限の投資を原則とし、固定費の削減に取 

り組みます。 

 

   ウ 診療報酬の請求漏れは、審査機関からの指摘がないため、自らが請求漏れ 

を発見する必要があることから、診療報酬および保険請求の知識を有する専 

門職員の育成を図り、請求漏れによる機会損失を減らします。 

 

エ 世界的に感染症等が流行した際は、必要な物資の供給が滞る恐れがあるた 

め、平常時において感染症対策に必要な材料等の在庫量を増やすことにより 

物資の不足を防ぎます。 
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■第３章 地域医療構想を踏まえた役割 

第３章 役割・機能の最適化と連携の強化 

１ 地域医療構想等を踏まえた当院の果たすべき役割・機能 

   高島市は滋賀県内でも特に少子高齢化が進んでいる地域であり、高齢化率は 

３０％を超えています。 

また、住民の健康に対する意識の変化とともに、医療に対するニーズは多様化

し、医療の高度化や情報化が求められています。 

しかし、医師不足と限られた医療資源の中、高島市民病院が単独で多様な医療

ニーズに応えることは大変困難な状況になってきており、様々な医療機関と関連

サービスが情報を共有し、お互いの不足を補う効率的な対応が必要となります。 

高島市民病院は、多くの診療科を有する総合病院の利点を活かし、専門的な急

性期医療を提供するため、以下の役割を引き続き担います。 

１）救急・災害時医療 

    ア 救急医療 

      救急指定医療機関として、２４時間３６５日の救急搬送を受け入れる体

制を整えています。また、ヘリポートを活用した広域的な患者の受け入

れ、搬送を迅速に行います。 

 

    イ 災害時医療 

      救急指定医災害拠点病院として、災害時の重症患者の円滑な受け入れ、 

搬出を担い、継続的な医療が提供できる体制に努めています。さらに、航 

空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）を担当し、災害医療コーディネーター 

も在籍しています。また、原子力災害時においては、原子力災害医療協力 

機関としての役割を担います。 

 

２）周産期・小児医療 

ア 周産期医療 

      大学医局の協力により、産婦人科医を安定して派遣いただいており、妊 

婦健診から分娩前後の診療、また、正常分娩や帝王切開などの産婦人科入 

院全症例に対応しています。 

 

イ 小児医療 

      急性疾患の対応とともに、小児心臓専門外来や小児神経専門外来などの 

特殊外来を設けています。また、小児救急診療にも対応できる体制をでき 

る限り整え、医療的ケア児のレスパイト入院を受け入れています。 
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■第３章 地域医療構想を踏まえた役割 

 

３）へき地医療 

    へき地医療拠点病院として、高島市民病院朽木診療所とともにへき地診療所

を運営し、へき地における巡回診療を行い、無医地区の解消を担っています。 

 

４）がん診療機能の充実 

    高島市民病院は、隣接する大津圏域のがん診療拠点病院である大津赤十字病

院とのグループ指定を受け、地域がん診療病院として、高度がん治療の診療連

携を強化し、質の高いがん診療を提供します。 

 

  ５）地域医療支援病院としての取り組み 

    地域医療支援病院として、第一線の地域医療を担う、かかりつけ医を支援

し、地域完結型医療を提供するため、開放型病床の設置運営、高度医療機器、

検査の共同利用、２４時間３６５日の救急医療を行っています。 

また、地域の医療従事者の質向上を図るための研修会等を開催しています。 

 

２ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 

  高島市民病院は、三次医療機関や他の二次医療圏の中核病院との広域医療連携

を進めるとともに、湖西圏域内である程度完結できる医療を将来に渡り安定して

提供できるよう、急性期から一部の回復期医療を担い、地域の機能分化による効

率的な医療提供体制を提供します。 

１）かかりつけ医登録制度の継続 

    かかりつけ医である診療所と病院が明確な役割分担のもとで、密接な連携を

構築し、適切かつ効率的な医療を提供できるよう、かかりつけ医登録制度を継

続します。 

 

 ２）地域包括ケア病棟の運営 

    市内の回復期・慢性期医療機関や在宅へシームレスに移行できるよう、地域

包括ケア病棟の効率的・安定的な稼働に取り組んでいます。また、在宅療養患

者および医療的ケア児のレスパイト入院を受け入れています。 

 

 ３）在宅療養後方支援病院機能の充実 

    在宅療養後方支援病院とは、事前に届け出された在宅で療養されている患者

の急変時に、２４時間体制で対応し、入院を受け入れる診療体制を整えている

病院です。 

高島市民病院は、在宅療養後方支援病院の施設基準を取得し、在宅療養を支

える役割を担っています。 
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■第３章 地域医療構想を踏まえた役割 

 

４）地域医療連携推進法人の役割の拡大 

    高島市を医療連携推進区域として設立された「地域医療連携推進法人」に参

加し、空床状況の情報共有、テレビ会議システムを利用した研修会の共同開

催、医療機器の共同利用や医薬品および診療材料等の共同交渉・共同購入、業

務委託契約の共同交渉など、参加法人として医療機関相互の業務連携を図り、

地域医療構想の達成と地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

 

５）介護老人保健施設陽光の里との事業統合 

    令和３年度に事業統合した介護老人保健施設陽光の里と医療と介護の連携に

よる一体的な事業運営により、更なる効率的・安定的な稼働を推進します。併

せて、施設や機能を超えたよりシームレスな対応を進め、円滑な在宅復帰がで

きる体制を強化します。 

    また、医療依存度の高い要介護者のニーズに応え、介護サービスの新たな選

択肢を提供するため、「介護医療院」の開設を視野に入れた施設形態の見直し

を検討し、サービスの向上と収益改善に努めます。 

 

６）高島市訪問看護ステーションとの事業統合 

    近年の訪問看護は、介護だけでなく医療依存度の高い利用者が増えており、

医療機関との迅速な連携が求められています。高島市民病院と高島市訪問看護

ステーションは、令和６年４月に事業統合し、地域包括ケアシステムの構築と

在宅療養機能の充実を図り、入退院や在宅復帰後の支援を強化します。加え

て、在宅での療養を希望される方への支援として、「在宅医療」への対応を検

討します。 

 

３ 機能分化・連携強化 

   高島市民病院は、湖西圏域における唯一の公立病院であり、圏域内には他の公

的病院もなく、民間病院については、従来から医療機能の分担が既に図れている

ことから、民間病院との再編計画の必要はありません。 

   地域住民の多様化する医療ニーズを高島市民病院単独で完結することは不可能

なことから、症状に応じた機能をかかりつけ医や地域の医療・介護・福祉関係機

関と分担し、機能の重複・競合を避け、切れ目のない医療連携を推進します。 

   また、医療機能の分担を推進するにあたり、患者の治療・回復のステージに合

わせて受け持つ医療機関が変化することから、円滑で切れ目のない医療連携と患

者情報の共有を引き続き推進します。 
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■第３章 地域医療構想を踏まえた役割 

１）医療情報ネットワークシステムの活用 

  円滑な患者情報の共有と個人情報の保護を両立するため、「びわ湖あさがお 

ネット」を利用し、湖西圏域全体で患者を支える、地域完結型医療の提供を推 

進します。 

 

２）地域医療連携推進法人への参画 

    地域医療連携推進法人の参加法人として、今後においても各種部会に参加し

医療機関相互の業務連携を図ります。 

 

４ 医療機能や医療の質、連携強化等に係る数値目標 

   高島市民病院が果たすべき役割に沿った医療機能を十分に発揮しているかを検

証するため、次の事項について数値目標を定め、医療機能の「見える化」を推進

します。 

 

      令和 4年 

（実績） 

令和 5年 

（見込） 

令和 6年 

（計画） 

令和 7年 

（計画） 

令和 8年 

（計画） 

令和 9年 

（計画） 

紹 介 率 ％ 62.6 66.6 67.0 67.0 67.0 67.0 

逆 紹 介 率 ％ 83.6 87.9 40.0 40.0 40.0 40.0 

在 宅 復 帰 率  ％ 84.8 85.2 70.0 70.0 70.0 70.0 

リ ハ ビ リ 件 数  件 46,367 46,300  46,800 46,800 46,800 46,800 

健康診断受診件数 件 6,967 6,900 7,000 7,000 7,000 7,000 

臨床研修医新規受入数 人 3 2 3 3 3 3 

 

５ 一般会計負担金の考え方 

   本来、公営企業である病院事業は、独立採算を原則とすべきものですが、救急

医療やへき地医療、周産期医療、小児医療、災害時医療等の採算性を求めること

が困難な事業を担う役割があります。 

   こうした政策的な医療を提供するため、一般会計が負担するべき経費の範囲お

よび算定基準を次の事項により定めます。 

   なお、算定基準は総務省通知に基づく繰出基準を基本とし、開設者が別途政策

的事業を行う場合は、基準外繰出として全額一般会計が負担するものとします。 

負 担 項 目 繰 出 基 準 

①病院の建設改良に要する経費 
・建設改良費の２分の１ 

・企業債元利償還金の２分の１ 

②へき地医療の確保に要する経費 
・へき地巡回診療、医師派遣等に要する経費からへき地診療

収入を差し引いた不足額 

③不採算地区での病院機能維持に 

要する経費 

・不採算地区での病院機能維持に要する経費から経営に伴う

収入を差し引いた不足額 

④リハビリテーション医療に要する 

 経費 

・リハビリテーション関係職員の給与費、経費からリハビリ

テーション診療収入を差し引いた不足額 



 

17 

 

■第３章 地域医療構想を踏まえた役割 

 

負 担 項 目 繰 出 基 準 

⑤周産期医療に要する経費 
・産婦人科医師、病棟助産師、病棟看護師の給与費、経費か

ら産婦人科診療収入を差し引いた不足額 

⑥小児医療に要する経費 
・小児科医師、病棟看護師の給与費、経費から小児科診療収

入を差し引いた不足額 

⑦救急医療の確保に要する経費 

・救急に対応する医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、放

射線技師の給与費、事務当直委託料、当直医師確保等経費

から救急外来収入を差し引いた不足額 

⑧高度医療に要する経費 

・高度な医療を実施する放射線科医師、循環器科医師、看護

師、臨床検査技師、放射線技師の給与費 

・高度医療機器の保守経費の２分の１ 

⑨感染症医療に要する経費 
・感染症病床の確保に要する経費からこれに伴う収入を差し

引いた不足額 

⑩院内保育所の運営に要する経費 
・保育士の給与、経費から運営費補助金、託児料収入を差し

引いた不足額 

⑪公立病院附属診療所の運営に要す 

る経費 

・公立病院附属診療所の運営に要する経費から診療収入を差

し引いた不足額 

⑫保健衛生行政事務に要する経費 
・集団検診、医療相談等保健衛生行政事務に要する経費から

活動収入を差し引いた不足額 

⑬医師および看護師等の研究研修に 

要する経費 
・医師および看護師等の研究研修に要する経費の２分の１ 

⑭保健・医療・福祉の共同研修等に 

要する経費 

・病院が中心となって行う保健福祉等一般行政部門との共同

研修・共同研究に要する経費の２分の１ 

⑮病院事業会計に係る共済追加費用 

の負担に要する経費 
・病院事業会計に係る共済追加費用の負担額の一部 

⑯医師確保対策に要する経費 
・医師の勤務環境の改善に要する経費のうち事業補助金を差

し引いた額の２分の１ 

⑰地方公営企業職員に係る基礎年金 

拠出金の公的負担に要する経費 
・基礎年金拠出額の公的負担額 

⑱地方公営企業職員に係る児童手当 

に要する経費 

・３歳に満たない児童に係る給付に要する経費の１５分の８ 

・３歳以上中学校修了前の児童に係る給付に要する経費 

・児童手当法附則第２条に規定する給付に要する経費 

 

一般会計繰出金の推移    単位：百万円 

 令和元年 

（実績） 

令和 2年 

（実績） 

令和 3年 

（実績） 

令和 4年 

（実績） 

令和 5年 

（見込） 

収益的収支  643 641 641 640 640 

資本的収支  48 86 85 103 120 

合 計 691 727 726 743 760 

出所：高島市病院事業決算書 

 

 ６ 住民の理解のための取組 

   医療機関は、地域住民の医療を支える重要な社会インフラを担っており、医療

機能等の見直しは、地域住民に大きな影響を与えることになります。 

   かかりつけ医（診療所）と病院の役割分担や在宅復帰に向けた地域完結型医療

の推進にあたっては、地域住民の理解が必要であり、病院ホームページや市広報

紙等による広報活動を強化し、迅速かつ正確な情報提供に努めます。 
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■第４章 医師・看護師等の確保と働き方改革 

第４章 医師・看護師等の確保と働き方改革 

１ 医師・看護師等の確保 

   持続可能な地域医療の確保、医療の質の向上、新興感染症の感染拡大時の対応

等、高島市民病院の果たすべき役割・機能を遂行するためには、医師、看護師等

の適切な人員配置が不可欠なことから、医療従事者の確保に取り組みます。 

１）積極的な医師確保 

大学医局等との継続した関係性の構築に努めていますが、安定した医師確保

に苦慮しており、標榜している１８診療科のうち、精神科・神経科、皮膚科、

眼科、耳鼻いんこう科の４科は常勤医が不在の状況となっています。 

また、医師不足により常勤医だけでは救急医療提供体制の維持が困難である

ことから、非常勤医の派遣により体制維持を図っています。 

このようなことから、今後も医師確保のための取り組みを継続的に行うだけ

でなく、医師事務作業補助者の導入拡大による医師の業務負担軽減を図り、地

域医療の質の低下を招かないよう、積極的に大学医局等へ働きかけ、医師確保

に努めます。 

２）看護師・薬剤師の確保 

全国的に地方の中小病院では看護師・薬剤師が不足しており、高島市民病院

においても同様に不足しています。 

高島市民病院では、看護師・薬剤師の確保については、看護学校や大学薬学

部への募集案内等の周知や修学資金の貸与を実施しています。今後において

も、募集案内と同時に修学資金貸与制度の広報活動を実施し、質の高い医療提

供体制を維持するため、看護師・薬剤師の確保に努めます。 

 

２ 臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 

   高島市民病院は、湖西圏域の中核病院を担っており、病床数 210 床と臨床研修

病院としては小規模ですが、各診療科に指導医を配置し、第一線の臨床医、更に

認定医・専門医等を目指す若手医師に対し、診療に関する基礎的知識、技能等を

指導しています。 

   将来の地域医療を支える医師確保は、当院の最重要課題であることから、研修

プログラムの充実と魅力ある研修環境の整備に努めます。 
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■第４章 医師・看護師等の確保と働き方改革 

 

 ３ 医師の働き方改革への対応 

   これまでの日本の医療は、医師の長時間労働により支えられてきた背景があ

り、今後の医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手不足が

予想されます。 

こうした中、安心・安全の医療を提供するために、医師が健康に働き続けるこ

とのできる環境整備を進める必要があることから、改正労働基準法により「医師

の働き方改革」として、令和６年度から医師の時間外労働規制が開始されます。 

高島市民病院の医師の労働時間は、一般的な労働者と同程度のＡ水準（時間

外・休日労働の上限が年間９６０時間）を満たしていますが、更なる医師の負担

軽減を進めるため、次の項目に取り組みます。 

１）タスク・シフト／シェア 

現行制度下において、医師の判断を待たずに「特定行為」を実施することが

できる保健師助産師看護師法に基づく特定行為研修を受けた看護師等の育成を

推進します。 

また、薬剤師や診療放射線技師等医療技術者についても、タスク・シフト／

シェアの担い手であることから、知識・技能を習得するための研修参加を支援

します。 

※特定行為＝診療補助のうち、行為・判断の難易度が相対的に高い、保健師助産師看護師法 

      で定める３８行為 

 

２）医師の業務の見直し 

    患者さまへの病状説明は、勤務時間内に実施し、患者・家族さまのご理解と

ご協力が得られるよう努めます。 

また、宿日直を担う非常勤医師の増員やクリティカルパス作成による業務の

標準化、当直明けの勤務負担の軽減、主治医チーム制の導入等引き続き医師の

業務負担軽減に取り組みます。 

 

３）その他の勤務環境改善 

    ＷＥＢ会議システムおよび院内グループウェアの活用、院内保育・病児保育

の充実、時差出勤、宿日直の免除等の子育て世代の医師が働きやすい環境整備

に取り組みます。 
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■第５章 経営形態の見直し 

第５章 経営形態の見直し 

 １ 経営形態の現況 

   平成２３年度から地方公営企業法の全部適用を行い、事業管理者による医療現

場に即した病院経営を進めています。平成２４年度に新病院に移転し、平成２５

年度から健診センターを開設しました。 

また、令和３年度には介護老人保健施設陽光の里との事業統合による医療と介

護の連携を図るなど、前改革プランを着実に遂行しています。令和６年度から

は、高島市訪問看護ステーションとの事業統合により、地域包括ケアシステムの

構築に向けて、病院・介護老人保健施設・訪問看護ステーションによる連携強化

と在宅療養機能の充実を図ります。 

 

２ 経営形態見直しの方向性 

   総務省ガイドラインでは、人事・予算等に係る実質的な権限、結果への評価・

責任を経営責任者に一体化するため、以下の４つの選択肢を提示しています。 

少子高齢化が進んでいる湖西圏域では、最優先事項の政策として、子どもを産

み育てる環境を充実し、周産期医療や小児医療を確保する必要があります。 

   このことから、地域住民の意見が、政策を通じて病院経営に反映され、営利目

的に偏る医療とならないよう、現状の地方公営企業法の全部適用を維持し、病院

の永続性を確保する方向です。 

経営形態の比較 

 
①地方公営企業法 

全部適用 

②地方独立行政法人 

（非公務員型） 
③指定管理者制度 ④民間譲渡 

開 設 者 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 医療法人等 

運営責任者 事業管理者 理事長 指定管理者 医療法人の長 

不採算医療 担保あり 担保あり 担保あり 担保なし 

経 費 負 担 
独立採算 

（一部繰出金） 

独立採算 

（一部運営負担金） 

独立採算 

（委託料の範囲） 

独立採算 

（赤字補填なし） 

予 算 議会の議決必要 議会の議決不要 議会の議決不要 議会等報告不要 

メ リ ッ ト 

・予算や人事の権限

が拡大、効率的な

経営が可能 

・予算や決算に議会

が関与できる 

・複数年契約など効

率的な経営が可能 

・職員給与は民間水

準を考慮できる 

・民間的経営手法に

よる経営の効率化

が期待できる 

・民間的経営手法に

よる経営の効率化

が期待できる 

デメリット 

・病院経営に精通す

る職員の確保が困

難である 

・自治体職員の身分

であるため、職員

の弾力的な増員が

難しい 

・移行職員の処遇調

整が困難であり、

大量離職の可能性

がある 

・一時的な移行経費

が発生する 

・適切な引受先の確

保ができない場合

がある 

・市営のノウハウが

失われる 

・事業の永続性が担

保されない 

・経営難による撤退

の可能性がある 

・不採算医療の担保

のため、別途費用

の交渉が必要とな

る 
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■第６章 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

第６章 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

 １ 感染拡大時に活用しやすい病床等の整備 

   高島市民病院は、陰圧機能を備えた感染症病床を４床有し、第二種感染症指定

医療機関の指定を受けています。感染拡大時は、感染症病床を有する５階南病棟

を隔離エリアとして転用し、クリーンパーティション等によりゾーニングした受

け入れスペースを確保します。発熱外来の開設に関しては、外部に簡易コンテナ

を設置し、動線を分けて対応します。 

 

２ 院内感染対策の徹底およびクラスター発生時の対応方針 

   感染対策の徹底にあたっては、感染対策委員会（ＩＣＣ）を中心に、新しい情

報に基づく感染対策マニュアルの見直しを進め、職員が正しい知識をもって感染

拡大時に行動できるよう、知識と技術の向上を図ります。 

また、院内クラスターが発生した場合は、院内に設置する感染対策本部の指示

により、感染対策マニュアルに基づく感染対策の徹底を図ります。 

今後も感染症に関する専門性の高い感染管理認定看護師を確保し、安全に働く

ことができる環境整備に努めます。 

 

３ 地域の医療機関等との連携 

   新興感染症の拡大時においては、地域の医療機関等が連携して対応する必要が

あるため、平時から保健所や医師会等との合同カンファレンスを開催し、知識の

向上と併せて新興感染症の発生を想定した訓練を実施し、各医療機関等の対応方

針の共有化を図ります。 

  高島市民病院は保健所と連携した検査体制の充実を図り、感染拡大の防止に努

めると共に患者の重症度に応じた当院の役割を果たすため、小児・周産期医療や

透析患者等の受け入れ体制を強化します。 

また、地域の医療機関でクラスターが発生した場合は、速やかに当院の感染制

御チーム（ＩＣＴ）による感染対策に関する助言ができる体制を整えます。 

 

４ 資材の確保 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大により診療材料のサプライチェーンが滞

り、当院においても一部の診療材料の確保が困難になりました。これは平時の院

内物流管理システム（ＳＰＤ）における在庫を抱えないメリットが、感染拡大の

緊急時に必要な資材を迅速に確保できないデメリットとなりました。 

   このリスクを回避するため、感染防護具等の資材については、災害備蓄品とし

て位置付け、２か月分の備蓄を進めます。 
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■第７章 施設・設備の最適化 

第７章 施設・設備の最適化 

１ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

   高島市民病院は、平成２３年度に新病院（本棟）を建設し、令和５年度で１２

年が経過します。健診棟は旧病院を改修し、平成２５年度から開設したものであ

り、設備の老朽化による修繕の必要性が大きくなっています。 

このことから、「高島市民病院長寿命化計画」に基づき、定期点検のサイクル

の見直しや予防的な保全整備を実施し、施設の長寿命化を図るものとします。 

また、医療機器については、令和６年度からＣＴ、ＭＲＩ、医療情報システム

等の大型設備の更新が控えているため、地域医療における役割・機能を十分に検

討し、適切な規模の整備に努めます。 

 

２ デジタル化への対応 

   電子カルテやマイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認）な

ど各種情報システムの活用を図り、医療の質の向上、医療情報の連携、働き方改

革の推進と病院経営の効率化に取り組みます。当院においてもＡＩによる画像診

断支援システムの導入検討など業務の効率化と職員の負担軽減につながるデジタ

ル化を推進します。 

   近年、病院がサイバー攻撃を受けて診療が停止するなどの被害が増えているこ

とから、デジタル化の推進にあたっては、厚生労働省の「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」を踏まえ、システムベンダーとの情報共有など情

報セキュリティ対策を徹底し、医療情報を適切に管理します。マイナンバーカー

ドの健康保険証利用促進にあたっては、窓口での案内や広報・掲示物での周知に

努めます。 
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■第８章 経営の効率化等 

第８章 経営の効率化等 

 １ 経営効率化の取り組み方針 

   病院事業は、労働集約型産業であることから人件費率が高く、病院の規模にか

かわらず一定の医療機器を整備する必要があることから、設備投資と減価償却費

も高くなる特徴があります。 

このことから、病院事業は高固定費の事業であり、損益分岐点が高くなるた

め、収益の数パーセントの変化に利益が大きく左右されます。 

経営改善の方法として、固定費（人件費）の削減と医業収益の増収が考えられ

ますが、医師・看護師が不足する中、給料を削減し、さらに人員を削減すること

は、医療の質を確保するためにも現実的ではありません。 

経営の効率化は、短期的に医業収益の増収を目標とし、中長期的には人件費な

ど、固定費の削減に取り組む方針とします。 

 

２ 経営指標に係る数値目標 

経営改善は、収支構造（図２）に基づき、収支に影響を与える要因をモニタリ

ングする必要があることから、次の事項について数値目標を定め、収益の最大化

と費用の最小化に取り組みます。 

１）収支改善に係るもの 

      令和 4年 

（実績） 

令和 5年 

（見込） 

令和 6年 

（計画） 

令和 7年 

（計画） 

令和 8年 

（計画） 

令和 9年 

（計画） 

経 常 収 支 比 率  ％ 110.8 95.3 99.6 99.8 100.5 100.4 

修正医業収支比率 ％ 80.9 77.8 85.8 86.6 86.9 86.5 

※実績は高島市病院事業決算書による 
経常収支比率＝（経常収益÷経常費用）×100  修正医業収支比率＝（修正医業収益÷医業費用）×100 

 

２）経費削減に係るもの 

      令和 4年 

（実績） 

令和 5年 

（見込） 

令和 6年 

（計画） 

令和 7年 

（計画） 

令和 8年 

（計画） 

令和 9年 

（計画） 

給 与 費 比 率 ％ 71.2 72.8 67.5 67.5 67.5 67.4 

材 料 費 比 率 ％ 21.5 21.0 19.5 19.5 19.1 18.9 

うち薬品費比率 ％ 10.2 10.2 9.4 9.4 9.2 9.1 

※実績は高島市病院事業決算書による 
給与費比率＝（職員給与費÷修正医業収益）×100  材料費比率＝（材料費÷修正医業収益）×100 

薬品費比率＝（薬品費÷修正医業収益）×100 
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■第８章 経営の効率化等 

 

３）収入確保に係るもの 

      令和 4年 

（実績） 

令和 5年 

（見込） 

令和 6年 

（計画） 

令和 7年 

（計画） 

令和 8年 

（計画） 

令和 9年 

（計画） 
１日当たり  
外来患者数  

人 392.5 390 420 420 420 420 

外 来 単 価 円 14,129 14,300 13,000 13,000 13,000 13,000 

１日当たり  
入院患者数  

（一般病床） 
人 120.0 127.7 144.5 144.5 144.5 144.5 

入 院 単 価 
（一般病床） 

円 51,602 49,700 50,000 50,000 50,000 50,000 

１日当たり  
入院患者数  

（地域包括ケア病床） 
人 32.0 32.8 36.1 36.1 36.1 36.1 

入 院 単 価 
（地域包括ケア病床） 

円 33,959 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 

病床利用率  
（一般病床） 

％ 71.4 76.0 86.0 86.0 86.0 86.0 

病床利用率  
（地域包括ケア病床） 

％ 76.2 78.0 86.0 86.0 86.0 86.0 

平均在院日数 
（一般病床） 

日 12.8 13.2 13.0 13.0 13.0 13.0 

※病床利用率＝{入院延べ患者数÷（病床数×稼働日数）}×100 
外来単価（人・日）＝外来収益÷延べ外来患者数  入院単価（人・日）＝入院収益÷延べ入院患者数 
平均在院日数＝入院延べ患者数÷{（入院件数＋退院件数）÷2} 

 

  ４）経営の安定性に係るもの 

      令和 4年 

（実績） 

令和 5年 

（見込） 

令和 6年 

（計画） 

令和 7年 

（計画） 

令和 8年 

（計画） 

令和 9年 

（計画） 

医 師 数 人 35 34 35 35 35 35 

看 護 師 数 人 173 174 175 175 175 175 

現金保有残高 百万円 2,413 2,046 1,996 1,987 1,979 1,966 

企業債残高  百万円 1,953 1,878 1,789 1,818 2,135 1,847 

※実績は高島市病院事業決算書による 
  

 

図２－収支構造 

 
その他経費

医　師

看護師

給与費

医療技術

事務職

費　用 薬品費

再診患者数

受診単価

健診収益

材料費

診療材料費

減価償却費

収　益 外来単価

外来収益 初診患者数

延べ患者数

延べ受診者数

平均在院日数

延べ患者数 病床利用率 救急ルート

在宅ルート

入院単価 外来ルート

入院収益 入院患者数 紹介ルート
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３ 経常収支比率および修正医業収支比率に係る目標 

   新型コロナウイルス感染症により、病院経営は非常に厳しくなっています。 

しかし、地域住民が必要とする医療を今後も提供していくためには、安定した病

院経営が必要であり、経常収支黒字化の達成と継続が必要となります。 

   この経常収益には、一般会計からの繰入金が含まれており、繰入金に依存した

経常収支の黒字化は、病院経営健全化の視点から相応しくありません。一般会計

からの繰入金は厳しく見積り、明確な基準により繰入れられる必要があります。 

このことから、経常収支比率の考え方は、業務における「ムダ」「ムラ」「ム

リ」を徹底的に改善し、本業である医業収支の向上を目標とします。 

 

 ４ 目標達成に向けた具体的な取組 

   目標を達成するためには、高島市民病院が「大きな組織」から「動きの良い組

織」に変革し、全職員が「医療」と「経営」の両立を目指す強い意志が必要で

す。 

全職員の経営参画意識を醸成し、医業収益の増収と経常収支の黒字化達成に向

け、次の事項に取り組みます。 

１）民間的経営手法の導入 

 業績評価・能力評価制度を導入しています。 

業績評価においては、各部の方針および課題を毎年度示し、これを基に各部

署だけでなく、個人において取り組む目標を設定し、中間および期末に行う個

人面談により達成状況を管理しています。 

 

２）経費削減・抑制対策 

ア 材料費の適正管理 

     診療材料については、在庫負担の軽減と物流情報の一元化を図るため、院

内物流管理システム（ＳＰＤ）を導入しています。引き続き、医療現場と納

入業者との意見交換や提案による標準的な診療材料の使用や適正価格での納

入により、材料費の適正管理に努めます。 

 

イ 後発医薬品の採用拡大 

     後発医薬品使用体制加算１の施設基準を取得し、医療機関別係数（機能評

価係数Ⅰ）が向上しています。今後も後発医薬品を積極的に採用し、医薬品

費の削減に努めます。 
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ウ 医療機器の計画的な購入 

     高島市民病院が果たすべき役割の一つに、安定した医療品質の提供があり

ます。医療の品質を維持するためには、定期的な医療機器の更新が必要なこ

とから、必要性、採算性を考慮し、計画的に医療機器を更新し、購入コスト

の削減を図ります。 

 

エ 大型医療機器のプロポーザル方式による購入 

     ＣＴやＭＲＩなどの大型医療機器は、初期費用だけでなく、保守費用も高

額になることから、耐用年数を考慮した期間の総費用を比較し、プロポーザ

ル方式による購入を進めます。 

 

オ 電気料金の抑制 

     高島市民病院はオール電化であることから、これまでも電気使用量抑制の

ためデマンドコントロールシステムの導入や長期継続契約による価格交渉を

行うことで、電気料金の削減に取り組んできました。今後は、院内照明のＬ

ＥＤ化等により電気料金の抑制に努めます。 

 

  ４）収益増加・確保対策 

ア かかりつけ医制度の推進と患者紹介率の向上 

     かかりつけ医制度を推進し、地域医療機関との機能分化による患者紹介率

の向上を目指します。 

     また、市外への患者流出の減少を図るため、かかりつけ医との密接な連携

に加え、地域の医療ニーズに対応できる診療体制を強化します。 

 

イ ＤＰＣ包括評価（医療機関別係数）の向上 

     ＤＰＣ制度における救急医療や効率性などの急性期病院の機能を総合的に

評価する機能評価係数Ⅱについて、令和３年度は１，５１９病院中２１９番

目、令和４年度は１，５０１病院中１６２番目と順位を上げています。 

     今後も医師事務作業補助者の確保拡大等による機能評価係数Ⅰの向上、ま

た在院日数を意識した退院転院等による機能評価係数Ⅱの向上を図ります。 

 

ウ 新たな施設基準の取得 

     診療報酬制度の改定に対応し、これまでに取得している施設基準の維持、 

医療機能の充実による新たな施設基準の取得を目指し、業務改善や講習会等 

への参加を推進します。 
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エ 未収金発生の未然防止と早期回収の継続 

     患者家族への高額療養費制度や各種福祉制度による負担軽減の説明を早期

に行い、相談しやすい環境の構築や支払確約書の取り交わしなど、未収金を

発生させない取り組みを徹底します。 

     未収金については、定期的な書面による納付催促や電話催促、職員による 

    訪問徴収を実施するほか、今後も弁護士への徴収委託を行い、高度かつ専門

的なノウハウを活用して収納率の向上を図ります。会計では、患者の利便性

向上を図るため自動精算機を導入しており、併せてクレジットカード決済を

促進します。 

 

５）病院機能評価の認定 

    病院機能評価とは、病院の提供する医療活動が適切に実施されているかを評

価する仕組みであり、公益財団法人日本医療機能評価機構が中立・公正な立場

で、所定の評価項目により評価するものです。 

    高島市民病院は、平成２７年度に病院機能評価の認定を受け、安全・安心の

医療サービスを提供する体制を整えてきました。 

今後も、地域住民に「選ばれる病院」となるよう、病院機能評価の認定維持

に取り組みます。 

 

  ６）戦略的人事計画 

ア 経営幹部の育成 

     病院事業は、医療を継続して提供する社会的使命があり、継続企業の前提

として、中長期の経営計画が必要です。 

     また、経営計画を着実に実行するためには、広い視野に立った、現状にと

らわれない行動力とリーダーシップを持つ経営幹部が必要なことから、次世

代の幹部職員に対し、各種幹部職員研修の早期参加を促し、中長期的に経営

参画できる幹部職員の育成を図ります。 

 

イ プロパー専門職員の採用 

     病院経営の安定と持続的な成長を促すためには、病院事業の専門的知識だ

けでなく、幅広い視野を有する事務職員が必要となります。 

     知識と経験の集積を図り、職員研修など中長期的な人材育成への効率的な

投資が必要なことから、プロパー専門職員を計画的に採用します。 
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ウ ジョブ・ローテーションの推進 

     現在の病院業務は、医療ニーズの多様化や情報通信技術の活用により医療

職、事務職に関わらず、高度化と複雑化が進んでいます。 

     幅広い業務経験を通じて、多様な視点から病院事業の全体を理解するた

め、ジョブ・ローテーションを実施し、組織全体のスキルアップと個人の適

正を見極めます。 

 

エ 事務事業の棚卸し 

     過去の組織再編により、業務に偏りや属人的なものがあり、業務の部分最

適が見られることから、本来のあるべき事務事業の範囲をゼロベースで見直

し、より厳しくなる外部環境に効率よく適応するため、業務の再編および人

事配置の適正化により、業務と組織の全体最適を図ります。 

 

７）広報活動の強化 

    高島市民病院は、病院の理念“住民の方々の健康を守り、医療の充実に努め

ます”を念頭に、全職員が安全・安心の医療を提供するため、日々努力してい

ます。 

    しかしながら、滋賀県地域医療構想によると高島市からの入院患者流出率

は、高度急性期の約４割、急性期・回復期・慢性期の１割から２割と見込まれ

ています。この患者流出に、高島市民病院への理解不足や不信感があるとすれ

ば、残念ながら大きな機会損失となっています。 

    高島市民病院は、救急患者の受入れや新しい医療機器の導入、各種健康教室

の開催など、日々の当たり前を少しでも地域住民に周知し、小さな信頼を積み

重ねることによって、理解不足や不信感の解消を図りたいと考えます。 

    今後も、様々な取り組みをしっかりと広報し、病院の「見える化」とイメー

ジアップに取り組みます。 
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５ 経営強化プラン対象期間中の各年度の収支計画 

収支計画（収益的収支）     単位：百万円 

区  分 
令和 4年 

（実績） 
令和 5年 

（見込） 
令和 6年 

（計画） 
令和 7年 

（計画） 
令和 8年 

（計画） 
令和 9年 

（計画） 

収 

入 

1.医業収益       a 4,206 4,280 4,606 4,606 4,606 4,615 

入院収益 2,656 2,730 3,085 3,085 3,085 3,094 

外来収益 1,348 1,350 1,321 1,321 1,321 1,321 

その他医業収入 202 200 200 200 200 200 

2.医業外収益 1,795 1,166 944 906 921 949 

他会計負担金 640 640 640 640 640 640 

国・県補助金 896 254 22 22 22 22 

長期前受金戻入 220 233 244 206 221 249 

その他医業外収入 39 39 38 38 38 38 

経常収益        (A) 6,001 5,446 5,550 5,512 5,527 5,564 

支 

出 

1.医業費用       b 5,202 5,500 5,366 5,319 5,298 5,337 

職員給与費 2,994 3,115 3,110 3,110 3,110 3,110 

材料費 905 897 900 900 880 870 

経費 881 1,045 900 900 880 870 

減価償却費 409 424 444 397 400 475 

その他医業費用 13 19 12 12 28 12 

2.医業外費用 212 212 204 204 204 207 

支払利息 23 23 24 24 24 27 

その他医業外費用 189 189 180 180 180 180 

経常費用        (B) 5,414 5,712 5,570 5,523 5,502 5,544 

経常損益   (C)=(A)-(B) 587 △266 △20 △11 25 20 

特
別
損
益 

特別利益        (D) 0 0 0 0 0 0 

特別損失        (E) 76 131 50 50 50 50 

特別損益(F)=(D)-(E) △76 △131 △50 △50 △50 △50 

純損益         (C)+(F) 511 △397 △70 △61 △25 △30 

累積欠損金         (G) △1,707 △2,104 △2,174 △2,235 △2,260 △2,290 

不
良
債
務 

流動資産       (ア) 3,493 3,126 3,076 3,067 3,059 3,046 

流動負債       (イ) 695 725 652 693 776 761 

うち一時借入金 0 0 0 0 0 0 

翌年度繰越財源 (ウ) 0 0 0 0 0 0 

当年度同意債で未借 
入又は未発行額(エ) 0 0 0 0 0 0 

不良債務       (オ) 
{イ-エ}- {ア-ウ} - - - - - - 

経常収支比率   (A)/(B) 110.8% 95.3% 99.6% 99.8% 100.5% 100.4% 

修正医業収支比率  a/b 80.9% 77.8% 85.8% 86.6% 86.9% 86.5% 

※実績値は高島市病院事業決算書数値 
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収支計画（資本的収支）     単位：百万円 

区  分 
令和 4年 

（実績） 
令和 5年 

（見込） 
令和 6年 

（計画） 
令和 7年 

（計画） 
令和 8年 

（計画） 
令和 9年 

（計画） 

収 

入 

1.企業債 207 193 209 254 583 61 

2.他会計出資金 2 2 2 2 2 2 

3.他会計負担金 101 118 130 98 116 152 

4.他会計借入金 0 0 0 0 0 0 

5.他会計補助金 0 0 0 0 0 0 

6.国・県補助金 3 2 0 0 0 0 

7.その他 0 0 0 0 0 0 

収入計          (a) 313 315 341 354 701 215 

うち翌年度へ繰り 
越される支出の財 
源充当額        (b) 

0 0 0 0 0 0 

前年度許可債で当 
年度借入分      (c) 17 0 0 0 0 0 

純計 
(A)=(a)-{(b)+(c)}    296 315 341 354 701 215 

支 

出 

1.建設改良費 197 197 213 258 587 65 

2.企業債償還金 234 268 298 225 266 349 

3.他会計長期借入 
金返還金 0 0 0 0 0 0 

4.その他 9 11 10 10 10 10 

支出計          (B) 440 476 521 493 863 424 

差引不足額 (C)=(B)-(A) 144 161 180 139 162 209 

補
て
ん
財
源 

1.損益勘定留保資金 127 161 180 139 162 209 

2.利益剰余金処分額 0 0 0 0 0 0 

3.繰越工事資金 0 0 0 0 0 0 

4.その他 0 0 0 0 0 

 
0 

計              (D) 127 161 180 139 162 209 

補てん財源不足額 
(E)=(C)-(D) 17 0 0 0 0 0 

当年度同意等債で未借入 
又は未発行額       (F) 0 0 0 0 0 0 

実質財源不足額 (E)-(F) 17 0 0 0 0 0 

※実績値は高島市病院事業決算書数値 

 

一般会計等からの繰入金の見通し    
単位：百万円 

 
令和 4年 

（実績） 
令和 5年 

（見込） 
令和 6年 

（計画） 
令和 7年 

（計画） 
令和 8年 

（計画） 
令和 9年 

（計画） 

収 益 的 収 支 
(     0) (     0) (     0) (     0) (     0) (     0) 

640 640 640 640 640 640 

資 本 的 収 支 
(     0) (     0) (     0) (     0) (     0) (     0) 

103 120 132 100 118 154 

合     計 
(     0) (     0) (     0) (     0) (     0) (     0) 

743 760 772 740 758 794 

※（  ）内はうち基準外繰入金 
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■第９章 経営強化プランの点検・評価・公表等 

第９章 経営強化プランの点検・評価・公表等 

 １ 点検・評価・公表等の体制 

   経営強化プランに基づく経営改善の目標は、以下の体制で進捗管理を行い、外

部委員による点検・評価を行います。 

 

  １）進捗管理の体制 

    毎月１回開催される所属長会議において、各種経営指標の情報を共有し、経

営強化の取り組みに繋げます。 

 

  ２）外部委員による点検・評価 

    評価の客観性を確保するため、外部有識者を含む「高島市民病院経営強化プ

ラン評価委員会」（以下「評価委員会」といいます。）を設置し、経営強化プ

ランに定める数値目標の達成および取組み状況の点検・評価を実施します。 

 

２ 点検・評価の時期および公表の方法 

   毎年、事業決算確定後に評価委員会を開催し、数値目標の達成状況や経営改善

の取組状況等について点検・評価を実施し、評価結果を病院ホームページに掲載

し公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


